
（様式第１号）
港湾協力団体指定申請書
令和　　年　　月　　日
（申請先）
東京港港湾管理者　東京都

代表者　東京都知事　○○　○○　殿
（申請者）
事務所の所在地
法人等の名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　
　港湾協力団体の指定を受けたいので、港湾法第41条の２第1項の規定に基づき、関係書類を添えて申請します。
添付書類
１　法人等の規約その他これに準ずるもの及び会員名簿その他団体等の構成員の数が記載されているもの
２　活動実施計画書（様式第３号）
３　法人等の直近１年分の納税証明書（＊課税対象団体である場合に限る。）
４　確約書（様式第４号）

５　誓約書<港湾協力団体の指定の事務の手引き第３第７号の要件を満たすことを証する書類>（様式第５号）
(様式第３号）
活動実施計画書
１　提出日
　　・令和　　年　　月　　日
２　法人等名
　　・法人等の名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　・代表者氏名　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
３　計画期間

・令和　　　年　　　月　　　日　　～　　令和　　　年　　　月　　　日

４　対象とする港湾の区域及び業務

（１）港湾の区域

　　　東京港
（２）対象業務

※以下の項目のうち、対象とする業務に○を付けてください（複数選択可）

ア　港湾施設に関すること

（ア）　港湾管理者に協力して行う港湾施設の整備

（イ）　港湾管理者に協力して行う港湾施設の管理

イ　港湾の開発、利用、保全及び管理に関する情報又は資料を収集及び提供ウ　港湾の開発、利用、保全及び管理に関する調査研究

エ　港湾の開発、利用、保全及び管理に関する知識の普及及び啓発

オ　前各号に掲げる業務に附帯する業務

（活動場所が港湾施設の場合）

　　・所在地等　　　　　　　　　　　　　　　　

　　・名 称 等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

５　業務内容
（１）活動方針及び活動内容　　　　　　　　【公共性及び貢献度の審査項目】

　　ア　活動方針及び活動実施に当たっての目標

　　　　※具体的な活動方針及び目標を記載願います。


②活動実施に当たっての目標、注意事項

　　　　※過去の活動実績を例示するなどして文章により記載願います。

　　イ　活動内容

　　　　　※具体的な活動内容、活動頻度を記載願います。

　　　　　※活動内容のイメージが分かる図・写真等があれば貼付願います。

　　　　　※水域等の占用を必要とする場合は、占用しようとする所在地・面積・長さ・幅、占

用の目的、工作物（種類、構造）、占用の期間が分かるもの及び位置図、平面図等が

必要となります。また協力団体に指定された場合であっても、別途占用許可手続き

が必要となります。

　　　　

（２）活動時期及び実施体制　　　　　　　　　　　　　【実効性の審査項目】
　　ア　活動時期、スケジュール
　　　　※おおよその活動時期やそれに伴う事務スケジュール等を文章又は表形式により記載

願います。

　　

　　イ　実施体制・人員等
　　　　※活動実施体制（組織体制含む）及びおおよその活動人員を記載願います。

　　　 

　　ウ　過去に活動した実績やその実施体制

※過去の活動実績（活動開始時期、活動頻度、具体的な内容、実施体制等）について記載願います。また、活動実績等について公表している資料等があれば添付願います。


（３）周辺への配慮や連携等


　　　　　【協調性の審査項目】
　　ア　他の利用者や港湾関係者への配慮、関係区等への配慮や連携等
　　　　※他の利用者、関係区等への配慮や連携等を記載願います。

　　イ　施設管理者への協力や連携等

※指定管理者などの施設管理者（港湾管理者含む）への、施設管理の視点での協力や

連携等を記載願います。


６　代表者及び担当者の連絡先

（１）代表者

	住　　所
	

	氏　　名
	

	電話番号
	

	e-mail
	


（２）担当者　※代表者と同じ場合は記入不要です。

	住　　所
	

	氏　　名
	

	電話番号
	

	e-mail
	


（様式第４号）
確　　　約　　　書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
（申請先）
　東京港港湾管理者　東京都

　代表者　東京都知事　○○　○○　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　（申請者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務所の所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人等の名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　
当申請者は、下記について相違ありません。
１　宗教活動又は政治活動を活動目的としていません。
２　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。）又はそれらの利益となる活動を行う者ではありません。
３　公序良俗に反するなど著しく不誠実な行為を行っていません。
（様式第５号）
誓　　　約　　　書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

（申請先）
東京港港湾管理者　東京都

代表者　東京都知事　○○　○○　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　（申請者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務所の所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人等の名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　
　　
当申請者は、港湾協力団体の指定を受けた場合に、港湾協力団体としての活動以外では、港湾協力団体と称して活動を行わないことを誓約します。
○活動開始時期











○活動頻度











○具体的な内容











○実施体制











○その他特記事項
































